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≪建設後５０年以上経過する社会資本の割合≫

Ｈ２５年３月 Ｈ３５年３月 Ｈ４５年３月

道路橋
［約４０万橋注1）（橋長２ｍ以上の橋約７０万のう

ち）］
約１８％ 約４３％ 約６７％

トンネル
［約１万本注2）］

約２０％ 約３４％ 約５０％

河川管理施設（水門等）
［約１万施設注3）］

約２５％ 約４３％ 約６４％

下水道管きょ
［総延長：約４６万ｋｍ注4）］

約２％ 約９％ 約２４％

港湾岸壁
［約５千施設注5）（水深４．５ｍ以深）］

約８％ 約３２％ 約５８％

注１） 建設年度不明橋梁の約３０万橋については、割合の算出にあたり除いている。
注２） 建設年度不明トンネルの約２５０本については、割合の算出にあたり除いている。
注３） 国管理の施設のみ。建設年度が不明な約１，０００施設を含む。（ ５０年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、建設年度

が不明な施設は約５０年以上経過した施設として整理している。）
注４） 建設年度が不明な約１万５千ｋｍを含む。（３０年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設は約３０

年以上経過した施設として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し、計上している。）
注５） 建設年度不明岸壁の約１００施設については、割合の算出にあたり除いている。

高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、今後

２０年で建設後５０年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。
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社会資本の老朽化の現状



地方財政計画の歳出の推移

（H29.5.31地方財政審議会意見参考資料より抜粋） 3
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市町村における土木部門の職員数（左軸） 市町村全体の職員数（右軸） 列1

（人）

（地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成 ）

市町村における職員数の推移

（人）

土木部門は
約27%減少

市町村全体では
約20%減少

1,554,581人

124,685人

1,238,270人

90,967人

4

市町村全体の職員数が平成8年度から平成27年度の間で約20％減少している一方、土

木部門の職員数は同期間で約27％減少しており、減少割合が大きい。

市町村における職員数の推移
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我が国の不動産約 2,400 兆円のうち、国及び地方公共団体が所有している不動産は約

570兆円（全体の24％）を占めており、そのうち、地方公共団体は70％を超える約 420 兆円

を所有しているが、必ずしも十分に活用されているわけではなく、活用が求められている。

公的不動産（PRE）



○総人口推移（推計） ：79,361人（2014）→81,814人（2034）→80,119人（2054）

生産年齢人口推移（推計）：55,159人（2014）→54,052人（2034）→47,651人（2054）

○職員数：504人（1997）→405人（2007）→416人（2017）

○普通建設事業費（歳出決算額）の推移：55億円（2004）→29億円（2013）

○公共施設等の将来更新費用（2014～2053/年平均）（公共施設等総合管理計画より）

（和光市ＨＰ、
総務省ＨＰより国交省作成）

3.5倍

4.1倍

6

埼玉県和光市の場合



○総人口推移（推計） ：46,184人（2015）→34,830人（2035）→23,573人（2055）

生産年齢人口推移（推計）：25,479人（2015）→17,102人（2035）→10,635人（2055）

○職員数：660人（2007）→471人（2017）

○投資的経費（歳出決算額）の推移：21億円（2008）→11億円（2015）

○公共施設等の将来更新費用（2016～2055/年平均）（公共施設等総合管理計画より）

（三浦市HP、
総務省HPより
国交省作成）

5.8倍

7

神奈川県三浦市の場合
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PPP/PFIは、目的ではなく、あくまでも手段

目的は、

・行政が抱える課題の解決

・民間事業者、市民が活動する環境の整備

・それらを通じた地域の利便性向上・活性化

結論ありきではなく、
事業発案段階から民間事業者と対話しつつ、
先行事例も参考にして、柔軟に手法を考えることが重要

ポイント
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公共施設等運営権方式（コンセッション）を活用したPFI事業

10年間（平成25年度～34年度）の事業規模目標 ： 21兆円

国土交通省の主な取組

「PPP/PFI 推進アクションプラン（平成29年改定版）」
（平成29年6月9日民間資金等活用事業推進会議決定）

政府全体の取組

(1) 公共施設等運営権制度（コンセッション）型 ： 7兆円（関空・伊丹約5兆円を含む）

(2) 収益施設の併設・活用型 ： 5兆円

(3) 公的不動産の有効活用型 ： 4兆円

(4) その他のPPP/PFI事業 ： 5兆円

1. 事業規模目標

2. コンセッション事業等の重点分野

空港 6件、道路1件（平成26～28年度）→目標達成

下水道 6件（平成26～平成29年度）

公営住宅 6件、水道6件、文教施設 3件 （平成28～平成30年度）

クルーズ船向け旅客ターミナル施設 3件 、MICE施設 6件 （平成29～平成31年度）

空

港

下
水
道

愛知県道路公社 平成28年10月から運営事業を実施中。

浜松市下水道 平成30年4月の事業開始に向け、平成29年10月に実施契約を締結。

12件

6件

1件

奈良市下水道 平成28年3月に実施方針の条例案を議会に提出したが、成立しなかった。
平成29年度にデューディリジェンスを実施（検討継続中）。

三浦市下水道 平成28年12月に事業の調査・審議を行う審議会を設置する条例が公布。

道
路

3. 推進のための施策

○ 地域プラットフォームを通じた案件形成の推進
○ 公的不動産における官民連携の推進
○ 情報提供等の地方公共団体に対する支援

「未来投資戦略2017」
「経済財政運営と改革の基本方針2017」

（平成29年6月9日閣議決定）

アクションプランに掲げる事業規模目標21兆円が位置付けられ、
PPP/PFIの推進に取り組むこととされている。

公
営
住
宅

8件

※収益型事業・公的不動
産利活用事業を含む。

須崎市下水道 平成29年度にデューディリジェンスを実施。

宇部市下水道 平成29年度にデューディリジェンスを実施。

※ 赤字 ： 国交省関連事項

M
IC

E

平成31年9月の事業開始に向け、平成29年7月に募集要項を公表。

横浜市みなとみらい21
中央地区・20街区MICE施設

平成32年4月の事業開始に向け、平成29年3月に実施契約を締結。

愛知県国際展示場

地域プラットフォームを活用した案件形成の促進
先導的なPPP／PFI手法の導入を検討する地方自治体への支援

平成29年6月に事業契約を締結。

神戸市営東多聞台 平成28年12月に事業契約を締結。

岡山市営北長瀬みずほ住座

平成29年9月に入札公告を公表。大阪府営吹田佐竹台・高野台

東京都営三丁目北青山

埼玉県大宮植竹
平成29年6月に基本協定を締結。

池田市営石橋
平成29年9月に事業契約を締結。

平成29年5月に基本協定を締結。

関西国際空港
大阪国際空港

平成28年4月から運営
事業を実施中。仙台空港 平成28年7月から運営事業を実施中。

平成30年4月頃の事業開始に向け、平成29年9月に実施契約を締結。

但馬空港 平成27年1月から運営事業を実施中。

高松空港 平成30年4月の事業開始に向け、平成29年10月に実施契約を締結。

神戸空港

静岡空港 平成31年4月の事業開始に向け、平成29年5月に募集要項を公表。

福岡空港 平成31年4月の事業開始に向け、平成29年5月に募集要項を公表。

熊本空港 平成32年4月頃の事業開始に向け、平成29年6月にマーケットサウンディングを開始。

2件

北海道内7空港 平成32年度の事業開始に向け、平成29年7月にマーケットサウンディングを開始。

広島空港 平成33年4月頃の事業開始に向け、平成29年10月にマーケットサウンディングを開始。

村田町下水道 平成29年度にデューディリジェンスを実施。

平成29年11月10日時点

南紀白浜空港 平成31年4月の事業開始に向け、平成29年3月に実施方針条例を制定。

鳥取空港 平成30年7月の事業開始に向け、平成29年10月に実施方針条例を制定。

京都市八条

愛知県東浦

平成29年6月に入札公告を公表

平成29年8月に入札公告を公表。

国土交通省においては、政府全体の目標達成に向け、空港、下水道、MICE等におけるコンセッション事業の導入を推進するとと
もに、先導的なPPP/PFIの導入検討への助成や地域プラットフォームの設置等により、地方公共団体における案件形成を支援。

10

官民連携（PPP/PFI）の推進



事例・ノウハウ
の整理

普及啓発
基本構想・
体制づくり

導入可能性
調査

事業者募集・選定 実施

国交省による調査

ブロックプラットフォーム

自治体プラットフォーム形成支援

先導的官民連携
支援事業

各
原
局
に
お
け
る
支
援

PPP協定（Ⅰ）

・ガイドや事例集の作成
（参考資料を参照）

・事例・課題の整理 ・セミナーやワークショップ等の
開催による情報・ノウハウの
横展開

・民間の開催するセミナー等を活
用しつつ、行政資源を活用して
民間の取組を後押し

・官民対話を通じた案件形成
への支援

・先導的な官民連携事業のモ
デル形成を支援

PPPサポーター制度

PPP協定（Ⅱ）

・民間の有する情報インフラ等を
活用するとともに、その取組を後
押しする

・PPP/PFIの 実務 者の知
見・ノウハウの活用

11

官民連携政策課の支援の全体像



官民対話を通じて、PPP/PFIの案件形成を促進するため、産官学金で構成される
地域プラットフォームを設置。

地方ブロック単位（全国9ブロック）でPPP/PFIに関する情報・ノウハウの共有・習得、
個別案件の官民対話等を促進する場として国が設置。

【具体的取組】
・セミナー・研修：優良事例等を紹介するセミナーや実務スキルを習得する研修を実施
・首長意見交換会：首長同士がPPP/PFIを進める上での工夫や課題を意見交換
・サウンディング：個別案件について事業性や課題を官民で討論

自治体が官民対話を通じて個別案件の事業化検討を促進する場として設置し、国が運営を支援。
平成29年9月現在31地域において設置。

【具体的取組】
・個別案件の掘起し
・PPP/PFIの事業化候補の案件リスト（ロングリスト）の作成・提示、官民対話
・個別案件に係るマーケットサウンディング（市場調査）

ブロックプラットフォーム

自治体プラットフォーム

民間事業者産 地方銀行 等金 大学 等学都道府県、市町村 等官

12

地域プラットフォームの設置・運営
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サ
ウ
ン
デ
ィン
グ
案
件
一
覧

ブ
ロッ
ク

相
談
者

案
件
名

種
類

関
東

つ
くば
市

高
エ
ネ
研
南
側
未
利
用
地
の
利
活
用

に
つ
い
て

公
有
地
活
用

古
河
市

子
育
て
拠
点
施
設
西
側
民
活
導
入
事

業
新
設
、

公
有
地
活
用

埼
玉
県

さい
た
ま
水
上
公
園
再
整
備
事
業

公
有
地
活
用

さ
い
た
ま

市
大
宮
駅
東
口
周
辺
公
共
施
設
再
編
に

よ
る
連
鎖
型
ま
ち
づ
くり

建
替
え
、

公
有
地
活
用

狭
山
市

入
間
川
とこ
とん
活
用
プ
ロジ
ェク
ト事

業
新
設
、

公
有
地
活
用

富
士
見

市
旧
県
立
富
士
見
青
年
の
家
跡
地
等

活
用
事
業

新
設
、

管
理
運
営
、

公
有
地
活
用

茂
原
市

新
市
民
会
館
建
替
検
討
事
業

建
替
え

勝
浦
市

勝
浦
駅
北
口
開
発
事
業

公
有
地
活
用

青
梅
市

釜
の
淵
公
園
周
辺
エ
リア
の
整
備
事
業

新
設
、

公
有
地
活
用

相
模
原

市
淵
野
辺
駅
南
口
周
辺
公
共
施
設
再

整
備
・地
域
活
性
化
事
業

新
設
、

建
替

横
須
賀

市
（
仮
称
）
長
井
地
区
交
流
拠
点
機

能
拡
充
事
業

新
設
、改
修
、

公
有
地
活
用
、

包
括
委
託

三
浦
市

公
有
財
産
（
県
立
三
崎
高
等
学
校
跡
地

〔B
地
区
〕及
び
三
崎
中
学
校
跡
地
等
）
の

利
活
用

公
有
地
活
用

伊
勢
崎

市
（
仮
称
）
旧
都
市
計
画
道
路
代
替

用
地
活
用
促
進
事
業

公
有
地
活
用

藤
岡
市

旧
公
立
藤
岡
総
合
病
院
活
用
事
業

公
有
地
活
用

富
岡
市

富
岡
倉
庫
整
備
事
業

改
修
、

公
有
地
活
用

高
知
市

桂
浜
公
園
再
整
備
事
業

建
替
え
、

改
修
、

包
括
委
託

中
部

関
市

旧
関
市
立
板
取
中
学
校
利
活
用
事

業
改
修
、

公
有
地
活
用

名
古
屋

市
荒
子
川
公
園
に
お
け
る
民
間
活
力
の

導
入

新
設

瀬
戸
市

消
防
新
庁
舎
整
備
事
業

建
替
え
、

公
有
地
活
用

春
日
井

市
文
芸
館
ス
カイ
フォ
ー
ラム
活
性
化
事

業
改
修
、

管
理
運
営

刈
谷
市

市
民
休
暇
村
改
修
・運
営
検
討
事
業

改
修
、

管
理
運
営

小
牧
市

（
仮
）
民
間
活
力
に
よ
る
小
牧
駅
前

広
場
等
整
備
事
業

公
有
地
活
用

長
久
手

市
長
久
手
市
福
祉
の
家
及
び
田
園
バ

レ
ー
交
流
施
設
再
整
備
事
業

改
修
、

管
理
運
営
、

包
括
委
託

三
重
県

県
志
摩
庁
舎
未
利
用
ス
ペ
ー
ス
の
貸

付
公
有
地
活
用

四
日
市

港
管
理

組
合

新
ボ
ー
トパ
ー
ク整
備
運
営
を
核
とし
た
地
域

活
性
化
（
集
客
・収
益
施
設
群
の
併
設

等
）
事
業

新
設
、

公
有
地
活
用

各
案
件
の
詳
細
は
以
下
の
UR
Lに
掲
載
して
い
ま
す
。

※
1月
4日
時
点
で
は
下
表
の
49
件
が
登
録
され
て
い
ま
す
が
、案
件
は
追
加
され
る
場
合
も
あ
りま
す
の
で
、最
新
情
報
に
つ
い
て
は
以
下
の
UR
Lで
ご
確
認
くだ
さい
。

【U
RL
:h
ttp
:/
/w
w
w
.m
lit
.g
o.
jp
/s
og
os
ei
sa
ku
/k
an
m
in
re
nk
ei
/s
os
ei
_k
an
m
in
re
nk
ei
_t
k1
_0
00
02
1.
ht
m
l】

ブ
ロッ
ク

相
談
者

案
件
名

種
類

近
畿

野
洲
市

野
洲
駅
南
口
周
辺
整
備
に
お
け
る
交

流
/商
業
施
設
整
備
事
業

公
有
地
活
用

京
都
府

元
府
議
会
議
員
公
舎
(旧
富
岡
鉄
斎

邸
)の
サ
ウ
ン
デ
ィン
グ
型
市
場
調
査

建
替
え
、

改
修
、

公
有
地
活
用

笠
置
町

笠
置
山
表
参
道
（
修
験
道
の
聖
地
をス
ピリ

チ
ュア
ル
とウ
エ
ル
ネ
ス
の
里
に
再
生
す
る
）

官
民
連
携
事
業

改
修
、

管
理
運
営
、

公
有
地
活
用
、

包
括
委
託

池
田
市

共
同
利
用
施
設
活
用
事
業

新
設
、改
修
、

建
替
え

公
有
地
活
用

茨
木
市

安
威
川
ダム
周
辺
整
備
事
業
（
仮

称
）

新
設
、

公
有
地
活
用

河
内
長

野
市

河
内
長
野
駅
前
市
所
有
平
面
駐
車

場
の
有
効
活
用

公
有
地
活
用

河
内
長

野
市

開
発
団
地
（
河
内
長
野
市
南
花

台
）
の
公
園
集
約
・跡
地
有
効
活
用

建
替
え
、

公
有
地
活
用

河
内
長

野
市

河
内
長
野
市
・三
日
市
町
駅
直
結
商

業
施
設
市
所
有
フロ
ア
の
有
効
活
用

公
有
地
活
用

泉
南
市

泉
南
市
営
前
畑
住
宅
等
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事

業
建
替
え
、

公
有
地
活
用

兵
庫
県

県
立
舞
子
公
園
「歴
史
的
建
造
物
を

活
用
した
に
ぎ
わ
い
空
間
創
出
事
業
」

改
修
、

管
理
運
営

兵
庫
県

県
立
明
石
公
園
「に
ぎ
わ
い
空
間
創
出

事
業
」

改
修
、

管
理
運
営
、

公
有
地
活
用

姫
路
市

高
尾
町
バ
ス
プ
ー
ル
事
業

公
有
地
活
用

伊
丹
市

伊
丹
ス
カイ
パ
ー
ク活
性
化
事
業

新
設

赤
穂
市

「あ
こう
元
禄
“し
お
”回
廊
」集
客
施
設

整
備
事
業

新
設
、改
修

建
替
え
、

公
有
地
活
用

九
州

沖
縄

福
岡
県

福
岡
県
警
察
学
校
改
築
工
事

建
替
え

直
方
市

遠
賀
川
河
川
敷
公
園
管
理
運
営
事

業
包
括
委
託

直
方
市

旧
篠
原
邸
修
復
活
用
事
業

包
括
委
託

行
橋
市

今
川
PA
（
パ
ー
キ
ン
グ
エ
リア
）
活
用

事
業

新
設

太
宰
府

市
地
域
活
性
化
複
合
施
設
太
宰
府
館
を

利
用
した
観
光
振
興

改
修

宇
美
町

一
本
松
公
園
基
盤
整
備
事
業

Pa
rk
-P
FI

小
城
市

ま
ち
づ
くり
集
合
住
宅
（
仮
）

新
設
、

公
有
地
活
用
、

包
括
委
託

人
吉
市

（
仮
）
人
吉
クラ
フト
パ
ー
ク石
野
公

園
活
性
化
事
業

改
修
、

公
有
地
活
用

宇
城
市

JR
小
川
駅
西
す
まい
る
プ
ロジ
ェク
ト

新
設
、

公
有
地
活
用

え
び
の
高
原
宿

泊
施
設
誘
致
等

実
行
委
員
会

事
務
局
宮
崎
県

霧
島
錦
江
湾
国
立
公
園
満
喫
プロ
ジ
ェク
ト

え
び
の
高
原
「上
質
な
宿
泊
施
設
誘
致
」

公
有
地
活
用
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地域におけるＰＰＰ／ＰＦＩ事業の関係者間の連携強化、人材育成、官民対話等を行う産官
学金で構成された地域プラットフォームを形成し、官民連携事業の案件形成を促進するも
の。国土交通省委託のコンサルタントを派遣し、地域プラットフォームの設置・運営を3年程
度の期間で支援。

番号 自治体 事業概要 備考

① 帯広市（北海道） 地域振興と帯広空港のあり方

② 北上市（岩手県） まちづくり（都市拠点先導地区形成事業）

③ 宮城県 公共施設の管理の効率化等

④ 川崎市（神奈川県） まちづくり（水素エネルギーを活用した地域防災力の向上）

⑤
志太３市(島田市・藤枝
市・焼津市）（静岡県）

公共施設の集約・再編の検討、施設相互利用の推進および管理
の効率化等

⑥ 名古屋市（愛知県） まちづくり（リニア開業を見据えた都心のまちづくり） 支援終了

⑦ 京都市（京都府） まちづくり（ニュータウンにおける団地再生・ストック活用の推進）

⑧ 箕面市（大阪府） まちづくり（大阪大学箕面キャンパス移転プロジェクト） 支援終了

⑨ 倉敷市（岡山県） 観光交流施設（6次産業施設の併設等） 支援終了

⑩ 福山市（広島県） 福山市営競馬場跡地（公園等）の管理運営 支援終了

⑪ 高松市（香川県） まちづくり（観光関連施設等の再生）

⑫ 福岡市（福岡県） 公園の民間活用可能性の検討 支援終了

【支援自治体（Ｈ２７年度より）】

番号 自治体 事業概要

⑬ 旭川市（北海道） 地域振興と旭川空港のあり方

⑭
網走市、大空町、北見市
（北海道）

地域振興と女満別空港のあり方

⑮ 和光市（埼玉県） 公有地の活用（公共施設の再編による複合化）

⑯ かほく市（石川県） まちづくり（賑わい創出エリア整備）

⑰ 大阪市（大阪府） 港湾施設の老朽化対策に合わせた有効活用の検討

⑱ 和歌山県 まちづくり（観光関連施設の整備等）

⑲ 長崎県 離島におけるインフラ管理の効率化等

⑳ 伊豆の国市（静岡県） まちづくり（駅周辺の整備等）

㉑
熊本地域（熊本市、八代
市、人吉市、水俣市、宇
土市）（熊本県）

まちづくり（公有地の活用等）

【支援自治体（Ｈ２８年度より）】

【支援自治体（Ｈ２９年度より）】

番号 自治体 事業概要

㉒ 山形県 河川の適切な維持管理及び民間企業による伐木の有効利用

㉓ 長井市（山形県） まちづくり（長井駅前複合施設整備）

㉔
資産経営・公民連携首長
会議（代表幹事：浜松市）

インフラ・マネジメントの体制整備に関する手法

㉕ 恩納村（沖縄県） PPP/PFI事業についてのノウハウ習得（公営住宅等）

㉖ 鷹栖町（北海道） まちづくり（空き家等の活用）

㉗ 陸別町（北海道） まちづくり（にぎわい観光施設の運営管理）

㉘ 桜井市（奈良県） まちづくり（官民連携による観光地エリア開発）

㉙ 魚津市（富山県） 魚津総合公園の管理運営

㉚ 伊豆市（静岡県） 既存公共施設の整備・管理運営

㉛ 大府市（愛知県） PPP/PFI事業についてのノウハウ習得（駅周辺の整備等）

㉜ 高知市・高知県 まちづくり(都市公園の再整備・運営管理等)

㉝ 松田町（神奈川県） まちづくり（空き店舗、公有地等の活用）

㉞ 糸魚川市（新潟県） まちづくり（被災地復興）

㉟ 笠置町（京都府） まちづくり（観光拠点としての公共施設整備等）

㊱ 佐々町（長崎県） 佐々川流域環境保全・防災拠点整備
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自治体プラットフォーム



地方公共団体等が先導的な官民連携事業の導入検討を行う際に必要となる調査
委託費を国が助成することにより、官民連携事業の案件形成を促進。

（イ）事業手法検討支援型 ： 施設の種類、事業規模、事業類型、事業方式等の面で先導的な官民連携
事業の導入や実施に向けた検討のための調査

（ロ）情報整備支援型 ： 先導的な官民連携事業の導入判断等に必要な情報の整備等のための

調査

コンサルタント等の専門家に調査や検討を
依頼する経費（委託費）

タイプ

補助対象経費

・予算の範囲内で、全額国費による定額補助として助成
・補助金１件当たりの上限は20,000千円

補助率・補助限度額

年度 申請数（件） 採択数（件）

Ｈ23 34 11
Ｈ24 50 21
Ｈ25 53 31
Ｈ26 61 28
Ｈ27 38 20
Ｈ28 61 24
Ｈ29 52 25

計 349 160

H23～H29の支援実績
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先導的官民連携支援事業

平成30年度の募集を２月下旬頃から開始する予定です。
随時ご相談を受け付けていますので、お気軽にお問い
合わせ下さい。
【問合せ先】
TEL：03-5253-8111（内線：24218、24226）
Mail：PPP_PFI@mlit.go.jp



（イ）事業手法検討支援型

1 盛岡市（岩手県）
プロセス提案によるバスセンター整備官民連携事業導入
可能性調査

5,200

2 八潮市（埼玉県）
災害拠点施設等の複合化・集約化と公的不動産の有効
活用による地域活性化事業に関する官民連携手法調査

17,000

3 千葉県 千葉県の有料道路事業に関する調査 17,000

4 船橋市（千葉県）
JR南船橋駅南口市有地及び臨海部エリアにおける官民
連携調査

17,000

5 富山市（富山県）
地域資金活用による循環型コンパクトシティ整備事業可
能性調査

13,000

6 白馬村（長野県）
道の駅を核とした観光まちづくり交流拠点の整備・運営に
係る官民連携調査

13,000

7 舞鶴市（京都府）
赤れんが周辺等まちづくり事業における民間活力導入調
査

17,000

8 大阪府
久宝寺緑地における公園施設機能更新・再編型の管理
運営手法検討調査

13,000

9 鳥取県 鳥取砂丘コナン空港運営権委託導入検討調査 13,000

10 高松市（香川県） 官民連携手法を用いた観光地再生実現可能性調査 13,000

11 行橋市（福岡県）
官民連携手法によるPA連結型複合交流拠点整備事業
調査

17,000

12 長崎県
長崎県の離島における官民連携導入可能性に関する調
査

13,000

13 佐世保市（長崎県）
国際クルーズ拠点形成を契機とした官民連携による活性
化策検討調査

13,000

14 益城町（熊本県）
(仮称)官民連携による多様な災害公営住宅供給手法の
組み合わせによる早期復興の実現調査

17,000

15 別府市（大分県）
持続的な海岸の維持管理・利活用に向けたエリアマネジ
メント検討調査

6,200

（ロ）情報整備支援型

1 村田町（宮城県） 公共下水道事業等のコンセッション等導入詳細検討調査 17,000

2 柏市（千葉県）
下水道管路施設包括的民間委託（改築事業含む）に係る
情報整備等支援業務

13,600

3 田原市（愛知県） 道路メンテナンスにおける官民連携事業導入検討調査 10,000

応募者 事業名
交付予定額

（千円）

応募者 事業名
交付予定額

（千円）

（イ）事業手法検討支援型

1 前橋市(群馬県) 18,500

2 千葉市(千葉県) 15,000

3 相模原市(神奈川県) 12,500

4 平塚市(神奈川県) 11,000

5 福岡県 9,000

（ロ）情報整備支援型

1 常総市(茨城県) 16,500

2 小田原市(神奈川県) 17,500

官民連携手法による有料道路整備事業調査

龍城ヶ丘ゾーン公園整備事業における官民連携
事業手法検討調査

淵野辺駅南口における官民連携事業導入検討調
査

大規模公園の動線ネットワーク再編のための官
民連携による事業手法調査

都市公園等利活用促進検討調査

応募者
交付予定額

（千円）
事業名

交付予定額
（千円）

GISと３次元点群データを活用した道路維持管理
の官民連携事業導入検討

水害復興に向けた道の駅を中心とする常総IC周
辺を核としたまちづくりに関する官民連携の調査

事業名応募者

第１次（募集：３/１～４/１３、採択：５/１７） 第２次（募集：６/１～６/３０、採択：８/２）
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先導的官民連携支援事業（H29年度採択案件）



サポートタイプ イメージ

A メール（質問票）サポート

Ｂ 派遣サポート

地方公共団体 国土交通省

サポーター①質問 ➁依頼

④回答 ③回答
②’ 回答

①’ 質問

地方公共団体における主体的なPPP/PFIの推進を図るため、これまでPPP/PFI事業において成果をあげてきた実務者を国土交
通省が有識者の意見を聴いて任命し、任命された者（「国土交通省PPPサポーター」以下「サポーター」という。）が地方公共
団体等に対し知見・ノウハウの提供を行う。

目 的

Ａ：メールサポート
所定の質問票を作成いただき、国土交通省又はサポーター（サポーターによって対応が異なります）にメールにて送付。国土

交通省又はサポーターから回答を送付。
Ｂ：派遣サポート
所定の依頼票を作成いただき、国土交通省又はサポーター（サポーターによって対応が異なります） にメールにて送付。調

整後、サポーターが地方公共団体に訪問し、個別相談や講演等を実施。（※交通費等は依頼者負担。）

サポート方法

活用イメージ

地方公共団体
国土交通省 サポーター

①依頼 ➁調整

②’ ③派遣

①’ 依頼
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国土交通省PPPサポーター制度



PPPサポーターリスト（敬称略）

所属 部課室 氏名

旭川市
環境部廃棄物処理課近文清掃
工場担当課長

上村 正彦

宮城県 教育庁特別支援教育室長 目黒 洋

紫波町
企画総務部企画課 公民連携室
長

鎌田 千市

習志野市
政策経営部資産管理室資産管
理課 主幹

吉川 清志

さいたま市 こども未来局幼児政策部保育課 柴山 重信

横浜市
横浜市政策局課長補佐（共創推
進室共創推進課担当係長）

林 暁

秦野市
政策部参事（兼）公共施設マネジ
メント課長

志村 高史

浜松市
浜松市役所産業部エネルギー政
策課スマートシティ推進グループ
長副主幹

松野 英男

岡崎市 総合政策部次長 企画課長兼務 永田 優

所属 部課室 氏名

神戸市
経済観光局観光MICE部
ファッション産業課長

河端 陽子

福岡市
住宅都市局ウォーターフロント
再整備推進課事業調整係長

野元 和也

㈱GPMO 取締役副社長 天米 一志

㈱GPMO 経営支援部長 井上 昇

大成建設㈱
都市開発本部公民連携プロ
ジェクト部課長

原 耕三

大和リース㈱
東京本店規格建築事業部第
一営業所長

稲垣 仁志

積水化学工
業㈱

環境・ライフラインカンパニー
官需事業企画開発室 PPP・
PFI推進グループ 係長

藤岡 祐

NPO法人日
本PFI・PPP
協会

業務部長 寺沢 弘樹

（敬称略、順不同）

国土交通省PPPサポーターリスト
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事業化検討段階 事業化段階

趣 旨 民間の有する情報インフラ等を活用するとともに、その取組を後押しすること（＝PPP）により、より効果的
かつ効率的なPPP/PFIの推進を図る。

他の自治体がどのようにマーケットサ
ウンディングを実施しているのか知りた
い。

【自治体における活用イメージ】

他の自治体の事業内容を参考にした
い。

実施方針、募集要項、要求水準書
等の必要な書類のひな型が欲しい。

他の自治体のマーケットサウンディングの内容や書類を調べることができます。

これまで実施されたPFI事業について分野別、地域別に調べることができます。

他の自治体が公表した実際の書類を調べることができます。

【メリット】
活動や実績が多くの企業等
に認識され、活動が充実。

【メリット】
自治体の取組を情報面
から後押しすることで、
PPP/PFIを推進。

PPP協定 （一定以上のデータベース保有）

✓自治体によるデータベースの無償使用
✓データベースの活用方法の講義
✓国土交通省広報への協力

日本PFI・PPP協会国土交通省
官民連携政策課

✓地域PF等におけるデータベースの紹介
✓セミナー等に対する後援、講演等の協力
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PPP（Public-Private-Partnership）協定（Ⅰ）



A社

B社

C社

E社
F社

G社

D社

後援

セミナー開催

趣 旨
民間の開催するセミナー等を活用しつつ、予算以外も含めた行政資源を活用して民間の取組を後押し
すること（＝PPP）により、より効果的かつ効率的なPPP/PFIの推進を図る。

【メリット】
活動や実績が多くの企業等
に認識され、活動が充実。

【メリット】
自治体の取組を、情報提
供及び個別相談体制構築
により後押しすることで、
PPP/PFIを推進。

PPP協定
（一定回数以上のセミナー開催）

✓無料セミナーの実施による情報提供
✓個別相談体制構築による、自治体等の疑問解消
✓国土交通省広報への協力

パートナー国土交通省
官民連携政策課

✓講演資料のリアルタイム提供
✓セミナー等に対する後援、講演、広報活動等の協
力

内閣府認証 ＮＰＯ法人

（順不同）

パートナーの皆様

PPP（Public-Private-Partnership）協定（Ⅱ）

協定イメージ
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１．PPP/PFIが求められる背景

２．国土交通省の取組

３．参考資料
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制度名 所管省庁 支援対象 支援内容 補助率等

1
PPP/PFIに関する支援
（優先的検討運営支援）

内閣府
人口20万人未満の地方
公共団体

コンサルタントを地方公共団体に派遣し、助言や資料提供等により、優
先的検討規程の策定と対象事業に関する運用の初期段階を支援。

内閣府が費用
負担

2
PPP/PFIに関する支援
（高度専門家による課題検討支援）

内閣府
コンセッション事業等を
実施しようとしている地
方公共団体

支援対象事業等を実施する際に必要となる法律、会計、税務、金融等
の専門的な検討に当たって、高度な知見を有する専門家を派遣し、課
題解決に向けた専門的な検討及びアドバイスの提供を実施。

内閣府が費用
負担

3
PPP/PFIに関する支援
（地域プラットフォーム形成支援）

内閣府 地方公共団体等
コンサルタントを複数回派遣し、地域プラットフォームの形成・運営に当
たり、計画・設置段階から支援終了後の進め方の検討までをサポート。

内閣府が費用
負担

4
PPP/PFIに関する支援
（新規案件形成支援）

内閣府 地方公共団体等
支援期間は3か月程度で、コンサルタントを3回程度派遣。PPP/PFI事
業の実現性の明確化、今後の方向性の取り纏めを実施。

内閣府が費用
負担

5 民間提案活用支援 内閣府 地方公共団体等
コンサルタントを地方公共団体等に派遣し、民間提案についての公募、
受付、評価、活用検討等の取組を一連で支援。

内閣府が費用
負担

6 専門家派遣 内閣府 地方公共団体等
専門的知見、ノウハウ、経験を持つ専門家を派遣し、専門的な立場か
らアドバイス、講演、質疑応答を実施。

内閣府が費用
負担

7 ワンストップ窓口 内閣府 全ての方
行政、金融、法律、会計、コンサルタント等、各分野の専門家の意見を
聴取し、内閣府が一元的に回答

―

8 先導的官民連携支援事業
国土交通省
（官民課）

地方公共団体等
先導的な官民連携事業を実施しようとする地方公共団体等に対し、調
査委託費を助成。

上限2,000万円

9 地域プラットフォーム形成支援
国土交通省
（官民課）

地方公共団体等
地域におけるPPP/PFI事業の関係者間の連携強化、人材育成、官民
対話等を行う産官学金で構成された地域プラットフォームを形成し、官
民連携事業の案件形成を促進するもの。

国交省が費用
負担

10 国土交通省PPPサポーター制度
国土交通省
（官民課）

地方公共団体等
これまでPPP/PFI事業において成果をあげてきた実務者（国土交通省
PPPサポーター）が、地方公共団体等に対し知見・ノウハウの提供を行
う。

―

9
官民連携による地域活性化のための
基盤整備推進支援事業

国土交通省
（国政局）

地方公共団体
民間事業活動と一体的に実施する社会基盤整備の事業化検討及び
PPP/PFI導入可能性検討に必要な調査費を助成。

補助率：1/2

10

下水道事業における公共施設等運営
事業等の案件形成に関する方策検討
業務

国土交通省
（下水道部）

下水道事業体

モデル都市におけるPPP/PFIの案件形成や実施方針・募集要項等の
書類作成を行い、そのノウハウを体系的に整理・分析・水平展開するこ
とにより、公共施設等運営事業を中心としたPPP/PFIの案件形成を図
る。

国交省が費用
負担

11
公営住宅に係るPPP/PFI導入推進事
業

国土交通省
（住宅局）

民間事業者
対象とする地域の具体の公営住宅団地整備に係るPPP/PFI事業を導
入するための基本構想検討を推進するにあたって必要となる支援を行
う。

定額

12 官民連携等基盤強化支援事業
厚生労働省
（水道課）

水道事業体
厚労省が水道事業体を対象としてコンセッション方式を含む官民連携
の導入に向けて調査検討の支援を行う。

厚労省が費用
負担

13 生活基盤施設耐震化等交付金
厚生労働省
（水道課）

水道事業体
水道事業における官民連携の導入に向けた調査、検討及び計画策定
等に関する事業に要する経費の一部について交付。

補助率：1/4

■調査等を対象とする事業

事業化段階における支援制度、その他の支援制度については、「PPP/PFI手法導入優先的検討規程運用の手引」（平成29年1月内閣府PFI推進室）参考資料
（http://www8.cao.go.jp/pfi/yuusenkentou/unyotebiki/pdf/unyotebiki_03.pdf）を参照してください。
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名称 策定主体等
策定年
(直近改訂) 対象分野 概要

1 PFI事業実施プロセスに関するガイドライン 内閣府
2001
(2014)

PFI全般
PFI事業の実施に関する一連の手続について、その流れを説明するとと
もに、それぞれの手続における留意点を示したもの

2
PFI事業におけるリスク分担等に関するガイドライン

内閣府
2001
(2013)

PFI全般
PFI事業におけるリスク分担等を検討する上での留意事項等を示したも
の

3 VFMに関するガイドライン 内閣府
2001
(2014)

PFI全般 PFI事業におけるVFMを検討する上での留意事項等を示したもの

4 契約に関するガイドライン 内閣府
2003
(2013)

PFI全般
PFI事業の契約について説明するとともに、それぞれの手続における留
意点を示したもの

5 PFI事業契約に際しての諸問題に関する基本的考え方 内閣府 2009 PFI全般

PFI事業契約に関する以下の重点検討課題に関して、PFI事業契約での規
定の考え方につき整理を行い、取り纏めたもの
①状況変化に対応した柔軟なサービス内容・サービス対価の変更
②管理者等による契約の任意解除
③情報共有及び情報公開
④中立的な第三者の関与を含む紛争調整メカニズム
⑤法令変更
⑥モニタリング・支払メカニズムの充実

6 PFI事業契約との関連における業務要求水準書の基本的考え方 内閣府 2009 PFI全般

課題を含めた業務要求水準書に関する諸課題に対応し、考え方をまとめ
たもの
・要求水準書作成前の段階で、管理者等が何を求めているのか明確に整
理しきれず、結果として民間事業者に丸投げになっている事例があるこ
と
・アウトプット仕様である要求水準書に示された管理者等の意図を民間
事業者が完全に把握しきれず、後ほどの段階である契約締結段階等で管
理者等と民間事業者の認識の不一致からくる齟齬がじている事例がある
こと
・予定価格と要求水準書が必ずしも整合性が取れた形で作成されておら
ず、入札参加者に当該予定価格では実現不可能な過大な内容の要求水準
書を示している事例が見受けられること

7 モニタリングに関するガイドライン 内閣府
2003
(2013)

PFI全般
PFI事業のモニタリングについて説明するとともに、それぞれの手続に
おける留意点を示したもの

8 PFI標準契約1（公用施設整備型・サービス購入型版） 内閣府 2010 PFI全般 国がPFI事業契約の締結に係る実務上の指針の一つとして作成したもの

9
地方公共団体向けサービス購入型PFI事業実施手続簡易化マニュア
ル

内閣府 2014 PFI全般
PFI事業の円滑化・迅速化に資する手続簡易化に関する検討結果をまと
めたもの

10 PFI事業民間提案推進マニュアル 内閣府 2014 PFI全般
国や地方公共団体が民間事業者による提案が実現しやすい環境を整備す
る場合、民間事業者が実際に提案しようとする場合に役立つと考えられ
る情報を整理

11 PPP/PFI地域プラットフォーム運用マニュアル
内閣府

国土交通省
（官民課）

2017
PPP

（地域PF）
地方公共団体等がPPP/PFI地域プラットフォームを形成・運用するに当
たり必要な業務を整理し、既存の地域プラットフォームの事例を用いて
具体的にその進め方を示したもの
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マニュアル・ガイドライン等①



12
PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイ
ド

内閣府
総務省

国土交通省
（官民課）

2016 PPP全般
公共調達に求められる公平性・公正性を確保しつつ、民間事業者から優
れた提案を受けるためのインセンティブをどう設定するかについて実例
ベースで整理したもの

13 VFM簡易算定モデル
国土交通省
（官民課）

2016 PFI全般
PPP/PFIの内部検討段階において、地方公共団体等の職員が簡易にVFM
を算定するためのモデル

14 PFI方式による建設工事を請け負う建設業者の資金調達の円滑化
国土交通省
（建設業課）

2004 PFI全般 PFI工事を「公共工事の前払金保証事業に関する法律」に規定する

15 公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドライン 内閣府
2013
(2017)

コンセッション全般 公共施設等運営権及び公共施設等運営事業について解説したもの

16
公共施設等運営権に係る会計処理方法に関するPT研究報告（中間
とりまとめ）

内閣府 2013 コンセッション会計全般
現在想定されている空港における運営事業のスキームを前提に、会計処
理方法を可能な範囲内で例示

17
PFI手法による施設整備における要求水準の設定及び業績監視の手
引

国土交通省
（官庁営繕
部）

2009
PFI

（官庁施設）

現在までにＰＦＩ手法を導入した官庁施設整備の経験から得られた知見
や課題を踏まえて、特に技術面で重要と位置付けられる要求水準の記載
及び業績監視の標準的な方法についてとりまとめたもの

18 包括的民間委託等実施マニュアル
国土交通省
（下水道部）

2008
包括的民間委託
（下水道）

下水道の包括的民間委託実施のためのマニュアル

19
下水道管路施設の管理業務における包括的民間委託導入ガイドライ
ン

国土交通省
（下水道部）

2014
包括的民間委託
（下水道）

下水道の管路施設の管理の包括的民間委託に関するガイドライン

20
下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドラ
イン（案）

国土交通省
（下水道部）

2014
コンセッション
（下水道）

下水処理場を対象に、公共施設等運営権を導入する場合の手続及び留意
点をとりまとめたもの

21
既存民間住宅を活用した借上公営住宅の供給の促進に関するガイド
ライン

国土交通省
（住宅局）

2009
PPP

（公営住宅）
既存民間住宅を活用した借上公営住宅の供給を推進する上で必要となる
標準的な諸手続き等をとりまとめたもの

22 まちづくりのための公的不動産（PRE）有効活用ガイドライン 国土交通省
（都市局）

2014
PRE

（まちづくり）

「都市のリノベーションのための公的不動産活用検討委員会（ＰＲＥ検
討委員会）」において、地方公共団体における公的不動産のまちづくり
への有効活用方策について検討し、とりまとめたもの

23
公的不動産（PRE）の民間活用の手引き～民間による不動産証券化
手法等への対応～

国土交通省
（土建局）

2014
PRE

（不動産証券化）
公的不動産（PRE）の民間活用促進に向け、地方公共団体職員が実務に
利用できるわかりやすい手引きとしてまとめたもの

マニュアル・ガイドライン等②
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名称 策定主体等
策定年
(直近改訂) 対象分野 概要

1 PPP/PFI事業 事例集 内閣府 （2016） PPP全般
これまで実施されてきた事業の中から、住民サービス
の向上や地域経済の活性化など、PPP/PFI本来の趣旨
を活かした事業を分野別にまとめたもの

2 PPP/PFI手法導入優先的検討規程運用の手引 事例集 内閣府 2017 PPP全般
手法選択の参考となるよう、事業分野別の事例、収益
型事業の事例、コンセッション事業の事例を掲載。

3 PPP/PFI事業・推進方策事例集
国土交通省
（官民課）

2014 PPP全般

地方公共団体等の職員が、官民連携事業の検討・実施
を進めるにあたり参考とできるよう、先進的な50事例
に関する基礎情報やノウハウなどを、関係者の協力の
下、取りまとめたもの

4 PPP/PFI事業を促進するための官民間の対話・提案事例集
国土交通省
（官民課）

2015 PPP全般

地方公共団体等の職員が、PPP/PFI 事業を促進するた
めの官民間の対話・提案に取り組むにあたり参考とで
きるよう、公共施設の整備等（ハード事業）以外の一
般行政サービス（ソフト事業）も対象に含む官民間の
対話・提案に係る先進的な事例について、関係者の協
力の下、取りまとめたもの

5 民間収益施設の併設・活用に係る官民連携事業事例集
国土交通省
（官民課）

2016 PPP全般

地方公共団体等の職員が、民間収益施設の併設・活用
等の検討・実施を進めるにあたり参考とできるよう、
先行して取り組まれた20事例に関する基礎情報やノウ
ハウなどを、関係者の協力の下、取りまとめたもの

6 公共施設の集約化・再配置に係る官民連携事業事例集
国土交通省
（官民課）

2014
公共施設の
集約・再配置

地方公共団体等の職員が、公共施設の集約化・再配置
の検討・実施を進めるにあたり参考とできるよう、先
行して取り組まれた20事例に関する基礎情報やノウハ
ウなどを、関係者の協力の下、取りまとめたもの

7 公的不動産の有効活用等による官民連携事業事例集
国土交通省
（官民課）

2014 PRE

地方公共団体等の職員が、公的不動産を有効活用した
官民連携事業の検討・実施を進めるにあたり参考とで
きるよう、先行して取り組まれた20事例に関する基礎
情報やノウハウなどを、関係者の協力の下、取りまと
めたもの

8 公共施設管理における包括的民間委託の導入事例集
国土交通省
（官民課）

2014 包括的民間委託

地方公共団体等の職員が、公共施設管理における包括
的民間委託等の検討・実施を進めるにあたり参考とで
きるよう、先行して取り組まれている14事例に関する
基礎情報やノウハウなどを、関係者の協力の下、取り
まとめたもの

9
多様な民間事業者の参入に向けて‐公共施設等運営権制度の活用
‐参考書

国土交通省
（官民課）

2014 コンセッション
公共施設等運営事業の参入検討を進めるにあたって参
考となる基礎的事項や先進的な海外事例を取りまとめ
たもの

10 PPP/PFI 事業を促進するための 官民間の対話・提案 事例集
国土交通省
（官民課）

2015 PPP

PPP/PFI事業を促進するための官民間の対話・提案に取り
組むにあたって参考となる8事例を取りまとめた。官民間の
対話・提案に係る概要を整理するとともに、事例ごとに、取
組みの背景・目的や仕組み、運用体制、実績、成果及び課
題等について記載。
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ご清聴ありがとうございました。

（お問合せ先）

国土交通省 総合政策局 官民連携政策課

URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/index.html

Mail：PPP_PFI@mlit.go.jp


